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有価証券上場規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（第６編における定義） （第６編における定義） 

第１２０１条 この編において、次の各号に掲

げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第１２０１条 この編において、次の各号に掲

げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

（６） 継続保有株券等 次のａからｄまで

に掲げるものをいう。 

（６） 継続保有株券等 次のａ及びｂに掲

げるものをいう。 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ 優先株等、新株予約権証券及び新株予

約権付社債券であって、これらの発行者

が発行する株券が国内の金融商品取引所

に上場されている株券又は外国金融商品

取引所等において上場若しくは継続的に

取引されている株券となる前から継続保

有していたもの並びに当該新株予約権証

券に係る新株予約権又は当該新株予約権

付社債券に付与されている新株予約権を

行使することにより取得する国内の金融

商品取引所に上場されている株券又は外

国金融商品取引所等において上場若しく

は継続的に取引されている株券 

ｂ 前ａに掲げる株券の発行者が発行する

優先株等、新株予約権証券及び新株予約

権付社債券並びに当該新株予約権証券に

係る新株予約権又は当該新株予約権付社

債券に付与されている新株予約権を行使

することにより取得する国内の金融商品

取引所に上場されている株券又は外国金

融商品取引所等において上場若しくは継

続的に取引されている株券 

 

ｃ ａ又は前ｂに掲げる有価証券の発行者

が発行する社債券（法第２条第１項第５

号に掲げる有価証券又は同項第１７号に

掲げる有価証券のうち同項第５号に掲げ

る有価証券の性質を有するものをいい、

新株予約権付社債券を除く。以下この号

及び第１６号において同じ。）であっ

て、当該社債券の発行者が発行する株券

が国内の金融商品取引所に上場されてい

る株券又は外国金融商品取引所等におい

て上場若しくは継続的に取引されている

株券となる前から継続保有していたもの

（投資法人がａ又は前ｂに掲げる有価証

券を保有する場合に限る。次のｄにおい

て同じ。） 

（新設） 

 

ｄ ａ又はｂに掲げる有価証券の発行者を

債務者とする投資信託法施行令第３条第

７号に掲げる金銭債権であって、当該有

価証券の発行者が発行する株券が国内の

金融商品取引所に上場されている株券又

は外国金融商品取引所等において上場若

しくは継続的に取引されている株券とな

る前から継続保有していたもの 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（６）の２～（１５） （略） （６）の２～（１５） （略） 
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（１６） 未公開株等 次のａからｃまでに

掲げるものをいう。 

（１６） 未公開株等 未公開株並びに未公

開株の発行者が発行する優先株等、新株予

約権証券及び新株予約権付社債券をいう。 

ａ 未公開株 （新設） 

ｂ 未公開株の発行者が発行する優先株

等、新株予約権証券及び新株予約権付社

債券 

（新設） 

 

ｃ ａ又は前ｂに掲げる有価証券の発行者

が発行する社債券又は当該有価証券の発

行者を債務者とする投資信託法施行令第

３条第７号に掲げる金銭債権（投資法人

がａ又は前ｂに掲げる有価証券を保有す

る場合に限る。） 

（新設） 

（１７） 未公開株等関連資産 次のａから

ｈまでに掲げる資産をいう。 

（１７） 未公開株等関連資産 次のａから

ｅまでに掲げる資産をいう。 

ａ～ｄ （略） ａ～ｄ （略） 

ｅ 株券（出資された財産を未公開株等及

び継続保有株券等に対する投資として運

用することのみを目的として設立された

株式会社が発行したものに限る。） 

（新設） 

ｆ 資産流動化法に規定する優先出資証券

（当該特定目的会社が資産の流動化に係

る業務として取得した資産を主として未

公開株等及び継続保有株券等に対する投

資として運用するものに限る。） 

（新設） 

ｇ 資産流動化法に規定する特定目的信託

の受益証券（当該特定目的信託の信託財

産を主として未公開株等及び継続保有株

券等に対する投資として運用するものに

限る。） 

（新設） 

ｈ 外国の法令に基づく権利及び外国の者

の発行する証券でａから前ｇまでに掲げ

る権利及び証券の性質を有するもの 

ｅ 外国の法令に基づく権利及び外国の者

の発行する証券でａから前ｄまでに掲げ

る権利及び証券の性質を有するもの 

（１８）・（１９） （略） （１８）・（１９） （略） 

  

（上場審査の形式要件） （上場審査の形式要件） 

第１３０５条 ベンチャーファンドの上場審査

は、次の各号に適合するものを対象として行

うものとする。この場合における当該各号の

取扱いは施行規則で定める。 

第１３０５条 ベンチャーファンドの上場審査

は、次の各号に適合するものを対象として行

うものとする。この場合における当該各号の

取扱いは施行規則で定める。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 新規上場申請銘柄が、次のａからｈ

までに適合していること。 

（２） 新規上場申請銘柄が、次のａからｈ

までに適合していること。 

ａ 運用資産等の比率 

  運用資産等の総額に占める未公開株

等、継続保有株券等その他これらに準ず

る資産への投資額として施行規則で定め

ａ 運用資産等の比率 

  運用資産等の総額に占める未公開株等

及び継続保有株券等への投資額として施

行規則で定める金額の比率（以下「未公
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る金額の比率（以下「未公開株等投資比

率」という。）が５０％を超える見込み

のあること。 

開株等投資比率」という。）が５０％を

超える見込みのあること。 

ｂ～ｅ （略） ｂ～ｅ （略） 

ｆ 規約等の記載事項 

  新規上場申請に係るベンチャーファン

ド発行投資法人の規約（（ｄ）ロにおい

ては、これに類する書類を含む。）にお

いて、次の（ａ）から（ｇ）までに掲げ

る事項が記載されていること。 

ｆ 規約等の記載事項 

  新規上場申請に係るベンチャーファン

ド発行投資法人の規約（（ｄ）ロにおい

ては、これに類する書類を含む。）にお

いて、次の（ａ）から（ｆ）までに掲げ

る事項が記載されていること。 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 未公開株等、未公開株等関連資

産及び継続保有株券等以外の資産が、

投資信託法施行規則第１９条第３項各

号に掲げるもの、投資信託法施行令第

３条第７号に掲げる金銭債権、流動資

産等及び運用資産等に係る価格変動に

よる損失の危険その他の危険を減殺す

ることを目的とし、かつ、当該損失の

危険その他の危険を減殺することが客

観的に認められる取引に係る権利その

他の資産に限られる旨。ただし、施行

規則で定める場合は、この限りでな

い。 

（ｂ） 未公開株等、未公開株等関連資

産及び継続保有株券等以外の資産が、

投資信託法施行規則第１９条第３項各

号に掲げるもの、流動資産等及び運用

資産等に係る価格変動による損失の危

険その他の危険を減殺することを目的

とし、かつ、当該損失の危険その他の

危険を減殺することが客観的に認めら

れる取引に係る権利その他の資産に限

られる旨。ただし、施行規則で定める

場合は、この限りでない。 

（ｃ） （略） （ｃ） （略） 

（ｄ） 次のイ又はロのいずれかに掲げ

る事項 

（ｄ） 次のイ又はロのいずれかに掲げ

る事項 

イ （略） 

ロ 原則として総資産有利子負債比率

が２０％以下となる運用方針、資金

の借入れ又は投資法人債券の発行に

係るリスク管理方針並びに資金の借

入れ又は投資法人債券の発行に係る

目的、限度額及び使途に関する事項 

イ （略） 

ロ 投資法人の規約又はこれに類する

書類において、原則として総資産有

利子負債比率が２０％以下となる運

用方針であること、資金の借入れ又

は投資法人債券の発行に係るリスク

管理方針並びに資金の借入れ又は投

資法人債券の発行に係る目的、限度

額及び使途に関する事項が定められ

ていること。 

（ｅ）・（ｆ） （略） （ｅ）・（ｆ） （略） 

（ｇ） 次のイ又はロのいずれかに掲げ

る事項 

（新設） 

イ 第１２０１条第６号ｃに掲げる社

債券及び同号ｄに掲げる金銭債権並

びに同条第１６号ｃに掲げる社債券

及び金銭債権（未公開株等関連資産

のうちこれらに相当する部分を含

む。）に投資しない旨 

ロ 運用資産等の総額に占める第１２

０１条第６号ｃに掲げる社債券及び
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同号ｄに掲げる金銭債権並びに同条

第１６号ｃに掲げる社債券及び金銭

債権への投資額（未公開株等関連資

産のうちこれらに相当する部分の額

を含む。）の比率が、原則として３

０％を超えない運用方針である旨 

ｇ・ｈ （略） ｇ・ｈ （略） 

  

（上場廃止基準） （上場廃止基準） 

第１３１８条 （略） 第１３１８条 （略） 

２ 上場ベンチャーファンドの銘柄が、次の各

号のいずれかに該当する場合には、その上場

を廃止する。この場合における当該各号の取

扱いは施行規則で定める。 

２ 上場ベンチャーファンドの銘柄が、次の各

号のいずれかに該当する場合には、その上場

を廃止する。この場合における当該各号の取

扱いは施行規則で定める。 

（１）～（６） （略） （１）～（６） （略） 

（７） 規約等の記載事項 

  上場ベンチャーファンドに係るベンチャ

ーファンド発行投資法人の規約（ｄ（ｂ）

においてはこれに類する書類を含む。）に

おいて、次のａからｇまでのいずれかに掲

げる変更が行われる場合 

（７） 規約等の記載事項 

  上場ベンチャーファンドに係るベンチャ

ーファンド発行投資法人の規約（ｄ（ｂ）

においてはこれに類する書類を含む。）に

おいて、次のａからｆまでのいずれかに掲

げる変更が行われる場合 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ 未公開株等、未公開株等関連資産及び

継続保有株券等以外の資産が、投資信託

法施行規則第１９条第３項各号に掲げる

もの、投資信託法施行令第３条第７号に

掲げる金銭債権、流動資産等及び運用資

産等に係る価格変動による損失の危険そ

の他の危険を減殺することを目的とし、

かつ、当該損失の危険その他の危険を減

殺することが客観的に認められる取引に

係る権利その他の資産に限られる旨の定

めがなくなること。ただし、施行規則で

定める場合は、この限りでない。 

ｂ 未公開株等、未公開株等関連資産及び

継続保有株券等以外の資産が、投資信託

法施行規則第１９条第３項各号に掲げる

もの、流動資産等及び運用資産等に係る

価格変動による損失の危険その他の危険

を減殺することを目的とし、かつ、当該

損失の危険その他の危険を減殺すること

が客観的に認められる取引に係る権利そ

の他の資産に限られる旨の定めがなくな

ること。ただし、施行規則で定める場合

は、この限りでない。 

ｃ～ｆ （略） ｃ～ｆ （略） 

ｇ 次の（ａ）又は（ｂ）のいずれの定め

もなくなること。 

（新設） 

（ａ） 第１２０１条第６号ｃに掲げる

社債券及び同号ｄに掲げる金銭債権並

びに同条第１６号ｃに掲げる社債券及

び金銭債権（未公開株等関連資産のう

ちこれらに相当する部分を含む。）に

投資しない旨の定め 

（ｂ） 運用資産等の総額に占める第１

２０１条第６号ｃに掲げる社債券及び

同号ｄに掲げる金銭債権並びに同条第

１６号ｃに掲げる社債券及び金銭債権

への投資額（未公開株等関連資産のう
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ちこれらに相当する部分の額を含

む。）の比率が、原則として３０％を

超えない運用方針である旨の定め 

（８） 資金の借入れ及び投資法人債券の募

集の取扱い 

  上場ベンチャーファンドに係るベンチャ

ーファンド発行投資法人に係る営業期間の

末日において総資産有利子負債比率が２

０％を超えた場合において、１年以内に総

資産有利子負債比率が２０％以下とならな

いとき。ただし、施行規則で定める場合

は、この限りでない。 

（８） 資金の借入れ及び投資法人債券の募

集の取扱い 

  上場ベンチャーファンドに係るベンチャ

ーファンド発行投資法人に係る営業期間の

末日において総資産有利子負債比率が２

０％を超えた場合において、１年以内に総

資産有利子負債比率が２０％以下とならな

いとき 

（９）～（１２） （略） （９）～（１２） （略） 

３・４ （略） ３・４ （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和８年１０月１６日

から施行する。 

２ 改正後の第１２０１条及び１３０５条の

規定は、この改正規定施行の日（以下「施

行日」という。）以後に新規上場申請を行

う者（施行日より前に予備申請を行った者

を含む。）から適用する。 
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有価証券上場規程施行規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（上場審査の形式要件の取扱い） （上場審査の形式要件の取扱い） 

第１３０５条 規程第１３０５条第２号に規定す

る未公開株等、継続保有株券等その他これらに

準ずる資産への投資額、運用資産等の総額、総

資産有利子負債比率及び純資産総額の算定にお

いて使用する各資産の額は、基準営業期間の末

日における貸借対照表（比較情報を除く。）に

計上した額その他の当取引所が適当と認める額

（ベンチャーファンド発行投資法人の設立後最

初の営業期間が終了していない場合には、各資

産の取得価額その他の当取引所が適当と認める

額）によるものとする。 

第１３０５条 規程第１３０５条第２号に規定す

る未公開株等及び継続保有株券等への投資額、

運用資産等の総額、総資産有利子負債比率並び

に純資産総額の算定において使用する各資産の

額は、基準営業期間の末日における貸借対照表

（比較情報を除く。）に計上した額その他の当

取引所が適当と認める額（ベンチャーファンド

発行投資法人の設立後最初の営業期間が終了し

ていない場合には、各資産の取得価額その他の

当取引所が適当と認める額）によるものとす

る。 

２ 規程第１３０５条第２号ａに規定する未公開

株等、継続保有株券等その他これらに準ずる資

産への投資額として施行規則で定める金額と

は、未公開株等、継続保有株券等並びに国内の

金融商品取引所又は外国金融商品取引所等への

上場に伴う公募若しくは売出しに際して取得し

た株券等（当該株券等の取得が、発行者が指定

する販売先への売付け（販売先を示唆する等実

質的に類似する行為を含む。）によるもの又は

当該公募若しくは売出しに係る有価証券届出書

その他これに類する書類において当該株券等の

取得に関する関心の表明が記載されているもの

に限る。）及び当該上場に伴う第三者割当に際

して取得した株券等（以下この項においてこれ

らを「主要投資資産」という。）の額並びに未

公開株等関連資産のうち主要投資資産に相当す

る部分の額の合計額とする。この場合におい

て、未公開株等関連資産のうち主要投資資産に

相当する部分の額とは、次の算式により算出し

た額をいう。  

２ 規程第１３０５条第２号ａに規定する未公開

株等及び継続保有株券等への投資額として施行

規則で定める金額とは、未公開株等及び継続保

有株券等（以下この項において「未公開株等関

連証券」という。）の額並びに未公開株等関連

資産のうち未公開株等関連証券に相当する部分

の額の合計額とする。この場合において、未公

開株等関連資産のうち未公開株等関連証券に相

当する部分の額とは、次の算式により算出した

額をいう。 

  

算式 

 Ａ×（Ｂ÷Ｃ） 

算式の符号 

 Ａ 未公開株等関連資産の額 

 Ｂ 当該未公開株等関連資産に係る資産総額に

含まれる主要投資資産の額 

 Ｃ 当該未公開株等関連資産に係る資産総額 

算式 

 Ａ×（Ｂ÷Ｃ） 

算式の符号 

 Ａ 未公開株等関連資産の額 

 Ｂ 当該未公開株等関連資産に係る資産総額に

含まれる未公開株等関連証券の額 

 Ｃ 当該未公開株等関連資産に係る資産総額 

３ 規程第１３０５条第２号ａに規定する運用資

産等の総額は、第１項の規定により算定した運

用資産等の総額から、管理報酬等留保額（運用

報酬、管理報酬その他これらに準ずる費用の支

払原資として留保されている資産の額をいい、

未公開株等関連資産のうち当該留保額に相当す

（新設） 
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る部分の額を含む。）を控除した額とすること

ができるものとする。 

４ 規程第１３０５条第２号ａに規定する運用資

産等の総額に占める未公開株等、継続保有株券

等その他これらに準ずる資産への投資額として

施行規則で定める金額の比率が５０％を超える

見込みのあることとは、次の各号のいずれかに

適合していることをいうものとする。 

３ 規程第１３０５条第２号ａに規定する運用資

産等の総額に占める未公開株等及び継続保有株

券等への投資額として施行規則で定める金額の

比率が５０％を超える見込みのあることとは、

次の各号のいずれかに適合していることをいう

ものとする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 新規ベンチャーファンド上場申請者が

次のａ及びｂに掲げる書類を上場申請時に提

出した場合において、上場後２年以内に未公

開株等投資比率が５０％を超える見込みのあ

ること。 

ａ （略） 

ｂ 上場後２年以内に前ａの組入計画を達成

する旨の確約を証する書面 

（２） 新規ベンチャーファンド上場申請者が

次のａ及びｂに掲げる書類を上場申請時に提

出した場合において、上場後６か月以内に未

公開株等投資比率が５０％を超える見込みの

あること。 

ａ （略） 

ｂ 上場後６か月以内に前ａの組入計画を達

成する旨の確約を証する書面 

５ （略） ４ （略） 

６ （略） ５ （略） 

７ （略） ６ （略） 

８ 規程第１３０５条第２号ｆの（ｂ）に規定す

る施行規則で定める場合とは、未公開株等、未

公開株等関連資産及び継続保有株券等以外の資

産が、投資信託法施行規則第１９条第３項各号

に掲げるもの、投資信託法施行令第３条第７号

に掲げる金銭債権、流動資産等及び運用資産等

に係る価格変動による損失の危険その他の危険

を減殺することを目的とし、かつ、当該損失の

危険その他の危険を減殺することが客観的に認

められる取引に係る権利その他の資産に限られ

る旨を書面により確約する場合をいう。 

７ 規程第１３０５条第２号ｆの（ｂ）に規定す

る施行規則で定める場合とは、未公開株等、未

公開株等関連資産及び継続保有株券等以外の資

産が、投資信託法施行規則第１９条第３項各号

に掲げるもの、流動資産等及び運用資産等に係

る価格変動による損失の危険その他の危険を減

殺することを目的とし、かつ、当該損失の危険

その他の危険を減殺することが客観的に認めら

れる取引に係る権利その他の資産に限られる旨

を書面により確約する場合をいう。 

９ （略） ８ （略） 

１０ （略） ９ （略） 

  

（上場ベンチャーファンドに関する情報の開示

の取扱い） 

（上場ベンチャーファンドに関する情報の開示

の取扱い） 

第１３２６条 規程第１３１２条第２項及び第３

項に規定する施行規則で定める基準とは、次の

各号に掲げる事項の区分に従い、当該各号に定

める基準をいう。この場合において、第１３０

５条第１項の規定は、第２号、第３号、第６号

及び第１９号に規定する純資産総額の算定にお

いて使用する各資産の額について、同条第６項

の規定は、第２号、第３号、第６号及び第１９

号に規定する純資産総額について、それぞれ準

用する。 

（１）～（１９） （略） 

第１３２６条 規程第１３１２条第２項及び第３

項に規定する施行規則で定める基準とは、次の

各号に掲げる事項の区分に従い、当該各号に定

める基準をいう。この場合において、第１３０

５条第１項の規定は、第２号、第３号、第６号

及び第１９号に規定する純資産総額の算定にお

いて使用する各資産の額について、同条第５項

の規定は、第２号、第３号、第６号及び第１９

号に規定する純資産総額について、それぞれ準

用する。 

（１）～（１９） （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 
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７ 規程第１３１２条第７項に規定する施行規則

で定める場合とは、上場ベンチャーファンドに

係るベンチャーファンド発行投資法人に係る営

業期間の末日において、未公開株等投資比率が

５０％以下となった場合（第１３２９条第１０

項第２号に定める場合を除く。）をいい、規程

第１３１２条第７項に規定する施行規則で定め

る期間とは、当該営業期間の末日の翌日から起

算して１年を経過する日までの期間をいう。 

７ 規程第１３１２条第７項に規定する施行規則

で定める場合とは、次の各号に掲げる場合をい

い、同項に規定する施行規則で定める期間と

は、当該各号に掲げる場合の区分に従い、当該

各号に定める期間をいう。 

（削る）  

 

（１） 第１３０５条第３項第２号に適合する

ことにより規程第１３０５条第２号ａに適合

して上場した場合 

 上場日から未公開株等投資比率が５０％を超

える日までの期間 

（削る） （２） 上場ベンチャーファンドに係るベンチ

ャーファンド発行投資法人に係る営業期間の

末日において、未公開株等投資比率が５０％

以下となった場合（第１３２９条第１０項第

２号に定める場合を除く。） 

 同項第１号に規定する猶予期間 

８・９ （略） ８・９ （略） 

  

（上場ベンチャーファンドの発行者等に係る上

場廃止基準の取扱い） 

（上場ベンチャーファンドの発行者等に係る上

場廃止基準の取扱い） 

第１３２９条 （略） 第１３２９条 （略） 

２～９ （略） ２～９ （略） 

１０ 規程第１３１８条第２項第１号に掲げる基

準の審査については、次の各号に掲げるとおり

取り扱うこととする。 

１０ 規程第１３１８条第２項第１号に掲げる基

準の審査については、次の各号に掲げるとおり

取り扱うこととする。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 規程第１３１８条第２項第１号に規定

する施行規則で定める場合とは、次のａ又は

ｂに定める場合をいう。 

（２） 規程第１３１８条第２項第１号に規定

する施行規則で定める場合とは、次のａ又は

ｂに定める場合をいう。 

ａ 上場ベンチャーファンドに係るベンチャ

ーファンド発行投資法人が第１３０５条第

４項第２号の規定の適用を受けて上場され

た投資法人であり、かつ、上場後２年を経

過していない場合 

ｂ （略） 

ａ 上場ベンチャーファンドに係るベンチャ

ーファンド発行投資法人が第１３０５条第

３項第２号の規定の適用を受けて上場され

た投資法人であり、かつ、上場後６か月を

経過していない場合 

ｂ （略） 

（３）・（４） （略） （３）・（４） （略） 

（削る） （５） 前号の規定にかかわらず、第２号の規

定の適用を受けた上場ベンチャーファンドに

係るベンチャーファンド発行投資法人が、上

場後６か月を経過する日以後最初に到来する

営業期間の末日までに中間営業期間の末日が

到来する場合には、当該中間営業期間に係る

当取引所所定の資産の運用状況表を提出する

ものとし、当該資産の運用状況表に記載され
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た資産の運用状況に基づき、規程第１３１８

条第２項第１号に規定する基準の審査を行う

ものとする。この場合において、規程第１３

１８条第２項第１号に規定する１年以内に未

公開株等投資比率が５０％を超えないときと

は、当該中間営業期間の末日以後、最初に到

来する営業期間の末日までに未公開株等投資

比率が５０％を超えないときをいうものとす

る。 

１１～１５ （略） １１～１５ （略） 

１６ 規程第１３１８条第２項第７号ｂに規定す

る施行規則で定める場合とは、未公開株等、未

公開株等関連資産及び継続保有株券等以外の資

産が、投資信託法施行規則第１９条第３項各号

に掲げるもの、投資信託法施行令第３条第７号

に掲げる金銭債権、流動資産等及び運用資産等

に係る価格変動による損失の危険その他の危険

を減殺することを目的とし、かつ、当該損失の

危険その他の危険を減殺することが客観的に認

められる取引に係る権利その他の資産に限られ

なくなった場合において、当該事由を記載した

書面を提出し、当該事由がやむを得ない事由で

あると当取引所が認めたときをいうものとす

る。この場合において、当該上場ベンチャーフ

ァンドに係るベンチャーファンド発行投資法人

は、当該書面を当取引所が公衆の縦覧に供する

ことに同意するものとする。 

１６ 規程第１３１８条第２項第７号ｂに規定す

る施行規則で定める場合とは、未公開株等、未

公開株等関連資産及び継続保有株券等以外の資

産が、投資信託法施行規則第１９条第３項各号

に掲げるもの、流動資産等及び運用資産等に係

る価格変動による損失の危険その他の危険を減

殺することを目的とし、かつ、当該損失の危険

その他の危険を減殺することが客観的に認めら

れる取引に係る権利その他の資産に限られなく

なった場合において、当該事由を記載した書面

を提出し、当該事由がやむを得ない事由である

と当取引所が認めたときをいうものとする。こ

の場合において、当該上場ベンチャーファンド

に係るベンチャーファンド発行投資法人は、当

該書面を当取引所が公衆の縦覧に供することに

同意するものとする。 

１７ 規程第１３１８条第２項第８号に掲げる基

準の審査については、次の各号に掲げるとおり

取り扱うこととする。 

１７ 規程第１３１８条第２項第８号に掲げる基

準の審査については、次の各号に掲げるとおり

取り扱うこととする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（４） 規程第１３１８条第２項第８号に規定

する施行規則で定める場合とは、上場ベンチ

ャーファンドに係るベンチャーファンド発行

投資法人に係る営業期間の末日において、総

資産有利子負債比率が２０％を超えた場合に

おいて、当該事由を記載した書面を提出し、

当該事由が一時的な資金需要その他やむを得

ない事由であると当取引所が認めたときをい

うものとする。この場合において、当該上場

ベンチャーファンドに係るベンチャーファン

ド発行投資法人は、当該書面を当取引所が公

衆の縦覧に供することに同意するものとす

る。 

（新設） 

１８・１９ （略） １８・１９ （略） 

２０ 第１３０５条第２項及び第３項の規定は、

規程第１３１８条第２項に規定する未公開株等

投資比率の算定において使用する各資産の額に

ついて準用する。 

（新設） 
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（上場等に関する料金の取扱い） （上場等に関する料金の取扱い） 

第１３３３条 規程第１３２３条の規定に基づく

新規上場申請に係るベンチャーファンド発行投

資法人及び上場ベンチャーファンドに係るベン

チャーファンド発行投資法人の上場審査料、予

備審査料、上場廃止に係る審査料、新規上場

料、追加発行時の追加上場料及び年間上場料そ

の他の上場に関する料金は、次の各号に定める

ところによるものとする。この場合において、

第１３０５条第１項の規定は、この条に規定す

る純資産総額の算定において使用する各資産の

額について、第１３０５条第６項の規定は、こ

の条に規定する純資産総額について、それぞれ

準用する。 

第１３３３条 規程第１３２３条の規定に基づく

新規上場申請に係るベンチャーファンド発行投

資法人及び上場ベンチャーファンドに係るベン

チャーファンド発行投資法人の上場審査料、予

備審査料、上場廃止に係る審査料、新規上場

料、追加発行時の追加上場料及び年間上場料そ

の他の上場に関する料金は、次の各号に定める

ところによるものとする。この場合において、

第１３０５条第１項の規定は、この条に規定す

る純資産総額の算定において使用する各資産の

額について、第１３０５条第５項の規定は、こ

の条に規定する純資産総額について、それぞれ

準用する。 

（１）～（７） （略） （１）～（７） （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

  

付  則  

１ この改正規定は、令和８年１０月１６日から

施行する。 

２ 改正後の第１３０５条の規定は、この改正規

定施行の日（以下「施行日」という。）以後に

新規上場申請を行う者（施行日より前に予備申

請を行った者を含む。）から適用する。 

 

  

別添８ 運用資産に係る書面の記載要領 別添８ 運用資産に係る書面の記載要領 

運用資産に係る書面に記載する事項を次のとお

り定める。 

運用資産に係る書面に記載する事項を次のとお

り定める。 

Ⅰ 運用資産の状況 Ⅰ 運用資産の状況 

１．継続保有株券等 

  銘柄名、上場日、取得日、取得価額、所有

する数量、記載日の前月末における時価又は

記載日の直前の営業期間の末日における貸借

対照表計上額、利率（継続保有株券等が社債

券又は投資信託法施行令第３条第７号に掲げ

る金銭債権である場合に限る。）、償還期限

（継続保有株券等が社債券である場合に限

る。）、満期及び担保の内容（継続保有株券

等が投資信託法施行令第３条第７号に掲げる

金銭債権である場合に限る。）並びに規程第

１２０１条第６号ｃに掲げる社債券又は同号

ｄに掲げる金銭債権と同号ａ又はｂに掲げる

有価証券とを併せて保有する場合には、その

目的を記載するものとし、規程第１３１２条

第３項第２号ｂに掲げる事実が生じている場

合にはその旨を記載するものとする。  

１．継続保有株券等 

  銘柄名、上場日、取得日、取得価額、所有

する数量、記載日の前月末における時価及び

規程第１３１２条第３項第２号ｂに掲げる事

実が生じている場合にはその旨を記載するも

のとする。  
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２．未公開株等及び未公開株等関連資産 

（１） 未公開株等及び未公開株等関連資産

に関する事項 

  銘柄名、取得日、所有する数量、取得価

額、記載日の直前の営業期間の末日におけ

る貸借対照表計上額、利率（未公開株等が

社債券又は投資信託法施行令第３条第７号

に掲げる金銭債権である場合に限る。）、

償還期限（未公開株等が社債券である場合

に限る。）、満期及び担保の内容（未公開

株等が投資信託法施行令第３条第７号に掲

げる金銭債権である場合に限る。）並びに

規程第１２０１条第１６号ｃに掲げる社債

券又は金銭債権と同号ａ又はｂに掲げる有

価証券とを併せて保有する場合には、その

目的を記載するものとし、規程第１３１２

条第３項第２号ａ又はｃに掲げる事実が生

じている場合にはその旨を記載するものと

する。 

２．未公開株等及び未公開株等関連資産 

（１） 未公開株等及び未公開株等関連資産

に関する事項 

  銘柄名、取得日、所有する数量、取得価

額、記載日の直前の営業期間の末日におけ

る貸借対照表計上額及び規程第１３１２条

第３項第２号ａ又はｃに掲げる事実が生じ

ている場合にはその旨を記載するものとす

る。 

 

（２） 未公開株等及び未公開株等関連資産

の発行者（以下「未公開企業」という。）

に関する事項 

ａ 記載日の前月末における未公開企業の

商号、設立年月日、本店所在地、代表者

の役職氏名、事業の内容及び資本金を記

載するものとする。 

ｂ～ｅ （略） 

（２） 未公開株等及び未公開株等関連資産

の発行者（以下「未公開企業」という。）

に関する事項 

ａ 記載日の前月末における未公開企業の

商号、設立年月日、本店所在地、代表者

の役職氏名、事業の内容、資本金及び発

行済株式総数を記載するものとする。 

ｂ～ｅ （略） 

３．（略） ３．（略） 

４．その他の資産（前３．に掲げる資産を除

く。） 

有価証券、上場商品、デリバティブ取引若

しくは商品投資等取引に係る権利又は通貨を

特定するための名称、銘柄コードその他の情

報、取得日、取得価額、所有する数量並びに

記載日の前月末における時価又は記載日の直

前の営業期間の末日における貸借対照表計上

額、利率（当該資産が社債券又は投資信託法

施行令第３条第７号に掲げる金銭債権である

場合に限る。）、償還期限（当該資産が社債

券である場合に限る。）、満期及び担保の内

容（当該資産が投資信託法施行令第３条第７

号に掲げる金銭債権である場合に限る。） 

４．その他の資産（前３．に掲げる資産を除

く。） 

有価証券、上場商品、デリバティブ取引若

しくは商品投資等取引に係る権利又は通貨を

特定するための名称、銘柄コードその他の情

報、取得日、取得価額、所有する数量及び記

載日の前月末における時価 

 

５．直近の運用状況及び短期的な運用方針 

 直前３か月（規程第１３１２条第７項の規定

により月１回開示しなければならない場合に

あっては、前月）の運用資産の譲渡又は取得

の状況（第１３０５条第４項第２号ａに規定

する組入計画を提出している場合における当

該組入計画の進捗状況及び市場の動向を含

み、当該組入計画を変更するとき又は当該組

５．直近の運用状況及び短期的な運用方針 

 直前３か月（規程第１３１２条第７項の規定

により月１回開示しなければならない場合に

あっては、前月）の運用資産の譲渡又は取得

の状況（第１３０５条第３項第２号ａに規定

する組入計画を提出している場合における当

該組入計画の進捗状況及び市場の動向を含

む。）及び短期的な運用方針を、未公開株
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入計画が未達となったときは、その理由並び

に今後の組入計画及びその進捗状況を含

む。）及び短期的な運用方針を、未公開株

等、未公開株等関連資産、継続保有株券等及

びその他の資産のそれぞれについて記載する

ものとする。 

等、未公開株等関連資産、継続保有株券等及

びその他の資産のそれぞれについて記載する

ものとする。 

 

 

６．（略） ６．（略） 

Ⅱ （略） Ⅱ （略） 

  

 


